
◆一時預かり・病児保育・ファミリー・サポート・センター等を利用する人

　施設に通園はしていないが、保育の必要性があるお子さんや入園申し込みはしているが、入園を待っているお子さ
んが保育等を受けた場合の利用料が無償化となります。（保護者が育休中の場合は対象外です。）
◆保育の必要な３～５歳児クラスのお子さんの預かり保育の利用料が、月額37,000円まで無償化
◆０～２歳児クラスのお子さんは市民税非課税世帯が、月額42,000円まで無償化
　・通園送迎費、給食費（主食費、副食費）、行事費などは無償化対象外となり、これまでどおり保護者負担となり　
　　ます。
　・ファミリー・サポート・センターの送迎のみの利用は無料化対象外です。

利用の無償化について

「保育の必要性」の認定について

◆利用料は、従来どおり園等へお支払いください。（園等から発行される「領収書」と「提供証明書」は申請に必
　要ですので、大切に保管してください）
◆請求は月ごとにまとめ請求書（領収書と提供証明書の添付が必要）を作成後、こども保育課へ提出してください。

「保育の必要性の認定」を受ける必要があります。（施設等利用給付認定）

　 　

利用期間 請求書提出月 振込予定日

３・４・５月分 6月 8月15日

６・７・８月分 9月 11月15日

９・10・11月分 12月 2月15日

12・１・2月分 ３月 5月15日

※振込予定日が、土日祝日の場合はその前日となります。

◆給付金支払予定（支払いは３ヶ月ごとに行います。利用した翌月から２年以内であれば請求できます。）

◆無償化の対象として保育等の利用を希望する場合は、就労など「保育の必要性の認定」を受ける必要があります。
◆保育の必要性とは、保護者が就労、妊娠・出産、親族の介護などの保育を必要とする事由に該当することをいいま
　す。（保育園の入所に必要な要件と同じです。）
　・「施設等利用給付認定申請書」と共に在職証明書など必要書類の添付が必要です。
　・認定事由に該当する場合は、事前に「施設等利用給付認定申請書」をこども保育課に提出してください。
　・通園送迎費、給食費（主食費、副食費）、行事費などは無償化対象外となり、これまでどおり保護者負担とな
　　ります。
◆保育園（所）や認定こども園（保育利用）の入園申し込みをされ、入所不承諾となった場合、入所不承諾通知送付
　時点で無償化の対象者と認定できる場合は、新たな申請は必要ありません。　　
　・「入所不承諾通知」に同封し「施設等利用給付認定通知書」を送付します。
◆「入所不承諾通知」の送付時には無償化の対象とならなかった方が、後日対象となった場合は申請が必要です。

利用料の請求について

幼稚園・保育園等
無償化対象施設

③利用契約・利用

④利用料の
支払い

⑤領収書・提供証明書の発行

①「保育の必要性」の認定申請書提出

②「保育の必要性」の認定（施設等利用給付認定）

⑥施設等利用費の請求（払い戻し）手続き 市役所保護者の皆様

⑦施設等利用費の支払い※市からの支払は年４回（2月・５月・８月・11月）
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